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上場会社名 阪急阪神ホールディングス株式会社

（被交換会社 阪神電気鉄道株式会社）
本社所在都道府県 大阪府
（ＵＲＬ http://www.hanshin.co.jp/ ）
代 表 者 役職名 代表取締役・社長 氏名 坂井 信也
問合せ先責任者 役職名 広報室部長 氏名 百北 幸司 ＴＥＬ (06)6457－2130
中間決算取締役会開催日 平成18年11月20日
親会社等の名称 阪急阪神ホールディングス株式会社（コード番号：9042）
親会社等における当社の議決権所有比率 100％
米国会計基準採用の有無 無

(平成18年４月１日～平成18年９月30日)１ 18年９月中間期の連結業績
、 。(1) 連結経営成績 (注) 記載金額は 百万円未満を切り捨てて表示しています

売上高 営業利益 経常利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 148,167 1.5 17,565 22.1 15,865 28.7
17年９月中間期 145,928 5.3 14,388 16.4 12,328 24.9
18年３月期 313,242 4.8 25,288 20.0 21,087 29.6

潜 在 株 式 調 整 後 １ 株 当 た り１ 株 当 た り 中 間
中間(当期)純利益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益( 当 期 ) 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年９月中間期 6,682 123.3 15.92 －
17年９月中間期 2,992 △4.7 8.55 7.67
18年３月期 6,404 28.5 16.38 15.57

(注) ①持分法投資損益 18年９月中間期 51 百万円 17年９月中間期 － 百万円 18年３月期 － 百万円
②期中平均株式数(連結) 18年９月中間期 419,804,828株 17年９月中間期 349,935,184株

18年３月期 385,087,077株
③会計処理の方法の変更 有
④売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益におけるパーセント表示は 対前年中間期増減率、 、 、 、

(2) 連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 514,383 174,618 32.6 399.78
17年９月中間期 531,389 142,019 26.7 367.07
18年３月期 532,700 166,197 31.2 395.39
(注) 期末発行済株式数(連結) 18年９月中間期 419,575,601株 17年９月中間期 386,902,107株

18年３月期 420,096,922株

(3) 連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

18年９月中間期 11,785 △361 △8,979 44,153
17年９月中間期 19,053 △8,768 △23,258 33,895
18年３月期 35,489 △21,533 △20,514 40,329

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 33社 持分法適用非連結子会社数 0社 持分法適用関連会社数 1社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規) 5社 (除外) 1社 持分法 (新規) 1社 (除外) 0社

(平成18年４月１日～平成19年３月31日)２ 19年３月期の連結業績予想
業績予想につきましては、親会社の阪急阪神ホールディングス株式会社の連結業績予想に含めて

おります。



企 業 集 団 の 状 況
　　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は､当社、親会社、子会社57社及び関連会社9社で構成され､その営んでいる主要

　な事業内容は、次のとおりである。

　　なお、当中間連結会計期間から、事業の種類別セグメントを変更している。変更の詳細については、「セグメント情報」

　に記載のとおりである。

 親会社(1社)

会　　　　　　　　社　　　　　　　　名

阪急ホールディングス㈱

 (1)　都市交通事業(11社)

事　業　の　内　容 会　　　　　　　　社　　　　　　　　名

鉄 道 事 業 当社

バ ス 事 業 当社、阪神バス㈱※1(Ａ)

タ ク シ ー 業 阪神タクシー㈱※1(Ａ)

その他 8社

 (2)　不動産事業(8社)

事　業　の　内　容 会　　　　　　　　社　　　　　　　　名

不 動 産 賃 貸 業 当社､大阪ダイヤモンド地下街㈱※1(Ｃ)、阪神不動産㈱※1(Ａ)(Ｃ)

不 動 産 管 理 業 阪神エンジニアリング㈱※1(Ａ)(Ｂ)、㈱ハイ・セキュリティー・システム※1(Ｃ)

不 動 産 売 買 業 当社

その他 3社

 (3)　エンタテインメント・コミュニケーション事業(13社)

事　業　の　内　容 会　　　　　　　　社　　　　　　　　名

ス ポ ー ツ 業 当社、㈱阪神タイガース※1(Ａ)、㈱ウエルネス阪神※1(Ａ)(Ｃ)

有線テレビジョン放送業 ㈱ベイ・コミュニケーションズ※1(Ａ)(Ｃ)、㈱ケーブルネット神戸芦屋※2

広 告 代 理 店 業 ㈱阪神コンテンツリンク※1(Ａ)(Ｃ)

情 報 サ ー ビ ス 業 アイテック阪神㈱※1(Ａ)(Ｂ)(Ｃ)

その他 6社

 (4)　流通事業(8社)

事　業　の　内　容 会　　　　　　　　社　　　　　　　　名

百 貨 店 業 ㈱阪神百貨店※1(Ａ)、㈱阪神みどり会※1、阪神運送㈱※1、阪神商事㈱※1(Ｃ)、

㈱ヘンゼル※1(Ａ)(Ｃ)

小 売 業 ㈱阪神ステーションネット※1(Ａ)(Ｃ)

その他 2社

 (5)　旅行・国際輸送事業(14社)

事　業　の　内　容 会　　　　　　　　社　　　　　　　　名

旅 行 業 当社

国 際 貨 物 運 送 事 業 阪神エアカーゴ㈱※1(Ａ)、阪神ｴｱｶｰｺﾞU.S.A.㈱※1、阪神ﾌﾚｲﾄ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(欧州)㈱※1、

阪神ﾌﾚｲﾄ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)㈱※1、阪神ﾌﾚｲﾄ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(香港)㈱※1

国 内 貨 物 運 送 事 業 阪神トラック㈱※1(Ａ)、山陽自動車運送㈱※1(Ａ)

その他 6社

 (6)　ホテル事業(4社)

事　業　の　内　容 会　　　　　　　　社　　　　　　　　名

ホ テ ル 事 業 当社、㈱阪神ホテルシステムズ※1(Ａ)、㈱六甲オリエンタルホテル※1(Ｃ)、

阪神エンタープライズ㈱※1(Ａ)

 (7)　建設事業(6社)

事　業　の　内　容 会　　　　　　　　社　　　　　　　　名

土 木 建 築 請 負 業 ㈱ハンシン建設※1(Ａ)(Ｂ)

電 気 工 事 請 負 業 中央電設㈱※1(Ａ)(Ｂ)

造 園 業 阪神園芸㈱※1(Ａ)(Ｂ)

その他 3社

（注）１　上記のほかに、「その他の事業」に属する会社が7社ある。

　　　２　※1は、連結子会社を示し、※2は、持分法適用関連会社を示す。

　　　３　上記部門の会社数には、当社が重複して含まれている。

　　　４　当社は、(Ａ)の会社に対して、設備の賃貸を行っている。

　　　５　当社は、(Ｂ)の会社に対して、設備の工事、保守管理を請け負わせている。

　　　６　当社は、(Ｃ)の会社に対して、業務の委託を行っている。

　　　７　親会社の阪急ホールディングス㈱は、平成18年10月1日付けで阪急阪神ホールディングス㈱に商号変更している。
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関 係 会 社 の 状 況

名　　　　称 住　　所 資本金 主要な事業の内容 摘　　　　要

(親　会　社)
百万円 公開している証券市場

阪急ホールディングス㈱ 大阪市北区 99,474 －
東京証券取引所（市場第１部）
大阪証券取引所（市場第１部）

(連 結 子 会 社)

阪神バス㈱ 兵庫県西宮市 450 バス事業

阪神タクシー㈱ 兵庫県西宮市 100 タクシー業

大阪ダイヤモンド地下街㈱ 大阪市北区 400 不動産賃貸業

阪神不動産㈱ 大阪市福島区 67 不動産賃貸業

阪神エンジニアリング㈱ 大阪市福島区 160 不動産管理業

㈱ハイ・セキュリティー・
システム

大阪市福島区 20 不動産管理業

㈱阪神タイガース 兵庫県西宮市 48 スポーツ業

㈱ウエルネス阪神 兵庫県西宮市 90 スポーツ業

㈱ベイ・コミュニケーションズ 大阪市福島区 4,000 有線テレビジョン放送業

㈱阪神コンテンツリンク 大阪市福島区 230 広告代理店業

アイテック阪神㈱ 大阪市福島区 200 情報サービス業

㈱阪神百貨店 大阪市北区 4,358 百貨店業

㈱阪神みどり会 大阪市北区 20 百貨店業

阪神運送㈱ 大阪市福島区 10 百貨店業

阪神商事㈱ 大阪市福島区 80 百貨店業

㈱ヘンゼル 兵庫県西宮市 50 百貨店業

㈱阪神ステーションネット 大阪市福島区 93 小売業

阪神エアカーゴ㈱ 東京都千代田区 360 国際貨物運送事業

阪神エアカーゴU.S.A.㈱ 米国 ニューヨーク州 $ 500 国際貨物運送事業

阪神フレイト・インター
ナショナル(欧州)㈱

英国 バークシャー州 £ 500千 国際貨物運送事業

阪神フレイト・インター
ナショナル(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)㈱

シンガポール
S$

1,000千
国際貨物運送事業

阪神フレイト・インター
ナショナル(香港)㈱

香港　沙田
HK$

2,500千
国際貨物運送事業

阪神トラック㈱ 京都市右京区 70 国内貨物運送事業

山陽自動車運送㈱ 大阪市福島区 160 国内貨物運送事業

㈱阪神ホテルシステムズ 大阪市北区 4,000 ホテル事業

㈱六甲オリエンタルホテル 神戸市灘区 490 ホテル事業

阪神エンタープライズ㈱ 大阪市福島区 110 ホテル事業

㈱ハンシン建設 大阪市福島区 400 土木建築請負業

中央電設㈱ 大阪市福島区 323 電気工事請負業

阪神園芸㈱ 兵庫県西宮市 50 造園業

（その他　３社）

(持分法適用関連会社)

㈱ケーブルネット神戸芦屋 神戸市東灘区 2,900 有線テレビジョン放送業

（注）阪急ホールディングス㈱は、平成18年10月1日付けで阪急阪神ホールディングス㈱に商号変更している。
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経営成績及び財政状態

１ 経営成績

(1) 当中間期の概況

去る１０月１日、当社と阪急ホールディングス株式会社（同日、同社は 「阪急阪、

神ホールディングス株式会社」に商号変更）との経営統合のための株式交換の日を迎

え、当社は、同社の完全子会社となるとともに、当社グループが参加した「阪急阪神

ホールディングスグループ」が発足いたしました。

当中間期の当社グループの営業成績は、企業収益の改善を背景に民間設備投資が増

加するとともに、雇用情勢も改善傾向にあり、更には個人消費にも明るさが見られる

など、景気が回復基調にある中、収益の面におきましては、旅行・国際輸送事業が、

経営統合に向けて、国際輸送事業の収益の計上方法を見直したことなどにより減収と

なり、不動産事業が販売収入の減少等により減収となりましたものの、エンタテイン

メント・コミュニケーション事業が、株式会社阪神タイガースの決算期を１２月期か

ら３月期に変更したことに伴い、プロ野球シーズンの大半が中間期の業績に反映され

ることとなりましたため増収となり、また、建設事業も増収となりましたため、全事

業の営業収益は、前年同期に比べ２，２３９百万円（1.5％）増の１４８，１６７百

万円となりました。

一方、費用の面におきましては、土地建物の販売原価が減少いたしましたほか、各

部門にわたり引き続き費用の節減に努めましたため、営業利益は、前年同期に比べ

３，１７６百万円（22.1％）増の１７，５６５百万円となり、また、社債・借入金利

息の減少などにより、経常利益は、前年同期に比べ３，５３７百万円（28.7％）増の

１５，８６５百万円となりました。これに、特別損失として、減損損失や経営統合関

係費用を計上するなど特別損益を加減し、更に、法人税等を加減した後の中間純利益

は、前年同期に比べ３，６８９百万円（123.3％）増の６，６８２百万円となりまし

た。

なお、当社グループの事業部門の表記・区分につきまして、阪急ホールディングス

株式会社との経営統合に向けて、当中間期から、従来の日本標準産業分類を基準とし

た表記・区分（運輸業、流通業、不動産業、建設業、レジャー・サービス業及びその

他の事業）に代えて、阪急阪神ホールディングスグループとして経営管理上採用する

六つのコア事業を中心とした表記・区分（都市交通事業、不動産事業、エンタテイン

メント・コミュニケーション事業、流通事業、旅行・国際輸送事業、ホテル事業及び

建設事業）に変更いたしました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 都市交通事業

ア 概要

鉄道事業では、引き続き本線住吉・芦屋間連続立体交差化工事等の都市計画事

業による立体化工事や西大阪線難波延伸に向けての尼崎駅付近改良工事及び三宮

駅改良工事を推進するとともに、急行用車両１０両の代替新造工事に着手するな
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、 。 、ど 鉄道諸施設の整備・改善に努めました また､同業他社との競争が激しい中

｢スルッとＫＡＮＳＡＩ」ネットワークによる共通乗車券「３ｄａｙチケット」や

山陽電気鉄道株式会社との連携による「阪神・山陽シーサイド１ｄａｙチケット」

等の各種企画乗車券の発売を積極的に行い、ＩＣカードシステム「ＰｉＴａＰａ」

に対応したＩＣ定期券の発売を開始するなど、旅客の誘致と利便性の向上に努め

ましたほか、沿線のマンション開発や神戸空港の開港による好影響などもあって

旅客数は増加し、増収となりました。

自動車事業では、バス事業において、大阪空港の路線が神戸空港開港の影響な

どにより減収となったことなどから、タクシー業が増収となりましたものの、自

動車事業全体としては減収となりました。

以上の結果、営業収益は、前年同期に比べ４６百万円（0.3％）減の１８，２８９

百万円となり、営業利益は、バス事業において、当社から子会社に路線の一部を

譲渡する効率化策を講じるなどいたしましたが、鉄道事業において、ＩＣカード

システム導入などの設備投資に伴う減価償却費の増加などにより、前年同期に比

べ５５４百万円（17.3％）減の２，６４８百万円となりました。

イ 営業成績

当中間期
業 種 単 位 （平成１８年４月～平成１８年９月）

対前年中間期増減率(％)営業収益

鉄道事業 百万円 １４，１１２ ０．３

自動車事業 百万円 ４，３３４ △１．６

消 去 百万円 △ １５７

営業収益計 百万円 １８，２８９ △０．３

② 不動産事業

ア 概要

不動産賃貸業では、梅田阪神第２ビルディング（愛称「ハービスＥＮＴ ）が」

オフィスの入居率の向上等により好調に推移しました。なお、賃貸収入は、従来

不動産賃貸業に区分していたコンビニエンス・ストア事業を当社から流通関連子

会社へ譲渡したことなどにより減収となりました。

不動産管理業では、株式会社ハイ・セキュリティー・システムを新たに連結し

たことにより増収となりました。

、 、 、 （ ）、不動産売買業では 引き続き 神戸・花山手住宅地 塩屋とびお台 神戸市

、 、コートヴェール芦屋等の分譲に努めるなど 販売活動に注力いたしましたものの

大型土地の売却があった前年同期の販売収入には及ばず、大幅な減収となりまし

た。

以上の結果、営業収益は、前年同期に比べ１，６８４百万円（6.0％）減の

２６，１８４百万円となりましたものの、営業利益は、不動産賃貸業において減

価償却費が減少したことなどにより、前年同期に比べ７１０百万円（14.2％）増
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の５，７２７百万円となりました。

イ 営業成績

当中間期
業 種 単 位 （平成１８年４月～平成１８年９月）

対前年中間期増減率(％)営業収益

不動産賃貸業 百万円 １７，４６７ △２．５

不動産管理業 百万円 ７，７１７ １０．２

不動産売買業 百万円 ３，０３４ △３３．２

消 去 百万円 △２，０３４

営業収益計 百万円 ２６，１８４ △６．０

③ エンタテインメント・コミュニケーション事業

ア 概要

スポーツ業では、経営統合に伴い連結納税制度の適用を受けるため、株式会社

阪神タイガースの決算期を１２月期から３月期に変更することとし、中間期の業

績にプロ野球シーズンの大半を含む４月から９月までの業績が反映されることと

なったため、相当の増収となりました。

、 （ ）コミュニケーションメディア業では 有線テレビジョン放送業 ＣＡＴＶ事業

が加入者数の増加により増収となりましたほか、情報サービス業もソリューショ

ン事業が好調に推移したこともあり増収となりました。

また、本事業に属するその他の事業は、天候不順の影響等により六甲山上の各

施設の収入が伸び悩んだこともあり減収となりました。

以上の結果、営業収益は、前年同期に比べ３，４３０百万円（13.3％）増の

２９，１５３百万円となり、営業利益は、前年同期に比べ２，３７８百万円（46.6

％）増の７，４８５百万円となりました。

イ 営業成績

当中間期
業 種 単 位 （平成１８年４月～平成１８年９月）

対前年中間期増減率(％)営業収益

スポーツ業 百万円 ２０，２８２ ２８．１

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾒﾃﾞｨｱ業 百万円 １３，６９３ ６．５

その他 百万円 １，５２０ △０．３

消 去 百万円 △６，３４２

営業収益計 百万円 ２９，１５３ １３．３

④ 流通事業

ア 概要

百貨店業では、建替工事に伴う他店の営業面積縮小による好影響がありました

ものの、阪神タイガースのセントラル・リーグ優勝記念セール等により好調であ
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った前年同期の業績には及ばず、減収となりました。

、 、 、物販事業では 引き続き タイガースグッズの通信販売が好調に推移したほか

不動産事業に記載のとおり、流通関連子会社が当社からコンビニエンス・ストア

事業を譲り受けたこともあり増収となりました。

以上の結果、営業収益は、前年同期に比べ５０３百万円（0.9％）増の

， 、 、 （ ）５９ ７３５百万円となり 営業利益は 前年同期に比べ２１５百万円 16.3％

増の１，５３３百万円となりました。

なお、去る９月２２日、株式会社阪神百貨店は、株式会社阪急百貨店との包括

的業務提携を行うことに合意し、来年３月を目途に具体的な提携策を策定するこ

。 、 、 、 「 」とといたしました また 同社は 去る１０月４日 複合商業施設 ミント神戸

内に「阪神百貨店三宮店 （店舗名称「さんのみや・阪神食品館 ）を開設いた」 」

しました。

イ 営業成績

当中間期
業 種 単 位 （平成１８年４月～平成１８年９月）

対前年中間期増減率(％)営業収益

百貨店業 百万円 ５７，１３９ △０．５

物販事業 百万円 ３，７０３ ２６．８

消 去 百万円 △１，１０８

営業収益計 百万円 ５９，７３５ ０．９

⑤ 旅行・国際輸送事業

ア 概要

旅行業では、海外出張旅行等の取扱いや受注型企画旅行は堅調に推移いたしま

したが、募集型企画旅行が、需給のひっ迫による航空会社の供給座席数の減少等

で、主力ブランドである「フレンドツアー」のツアー当たりの催行人数が減少し

たことなどにより低迷いたしましたため、減収となりました。

国際輸送事業では、経営統合に向けて収益の計上方法の見直し（収益から航空

運賃等の一部費用を控除した純額を営業収益として認識する方法に変更）を行っ

たことにより、結果として相当の減収となりました

国内物流事業では、路線トラック事業の好調などにより増収となりました。

以上の結果、営業収益は、前年同期に比べ２，０５０百万円（15.5％）減の

１１，２０５百万円となりましたものの、営業利益は、新たに連結した海外子会

社４社の寄与もあり、前年同期に比べ１１９百万円（50.4％）増の３５６百万円

となりました。
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イ 営業成績

当中間期
業 種 単 位 （平成１８年４月～平成１８年９月）

対前年中間期増減率(％)営業収益

旅行業 百万円 １，３４６ △２．２

国際輸送事業 百万円 ２，４２３ △４９．９

国内物流事業 百万円 ７，４６２ １．７

消 去 百万円 △２６

営業収益計 百万円 １１，２０５ △１５．５

⑥ ホテル事業

ア 概要

価格競争等が激しい中、ザ・リッツ・カールトン大阪が客室稼働率、客室単価

、 、共に高水準を維持したほか 婚礼・一般宴会も好調に推移し増収となりましたが

昨年１１月末に住之江ホテル阪神が営業を終了したこともあって、営業収益は、

前年同期に比べ１９８百万円（2.5％）減の７，５８８百万円となりました。ま

た、営業損益は、前年同期に比べ１８百万円改善し、１１３百万円の営業損失と

なりました。

なお、経営統合に合わせて、従来の「阪急第一ホテルグループ」にホテル阪神

及び六甲オリエンタルホテルを加えた「阪急阪神第一ホテルグループ」を形成す

ることとし、これに先立ち、去る９月２９日、株式会社ホテル阪神の株式の全部

を阪急ホールディングスグループのホテル運営統括会社である株式会社阪急ホテ

ルマネジメントに譲渡いたしました。

イ 営業成績

当中間期
業 種 単 位 （平成１８年４月～平成１８年９月）

対前年中間期増減率(％)営業収益

ホテル事業 百万円 ７，８９７ △２．６

消 去 百万円 △３０９

営業収益計 百万円 ７，５８８ △２．５

⑦ 建設事業

ア 概要

依然として公共投資が低調に推移し、民間需要においても受注・価格競争の激

化が続く中、繰越工事の増加などにより、営業収益は、前年同期に比べ２，８５１

百万円（53.5％）増の８，１８１百万円となり、営業損益は、前年同期に比べ

４０３百万円改善したものの、２３８百万円の営業損失となりました。
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イ 営業成績

当中間期
業 種 単 位 （平成１８年４月～平成１８年９月）

対前年中間期増減率(％)営業収益

建設事業 百万円 ８，２００ ５３．３

消 去 百万円 △１９

営業収益計 百万円 ８，１８１ ５３．５

なお、当社と阪急ホールディングス株式会社との経営統合につきましては、去る５

月２９日、両社の間で、同社を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換契約を

締結いたしましたが、その後、株式交換の条件として同社が実施した当社株式の公開

一方、経営統合に買付けが、買付株式の決済日である６月２７日に成立しました。

向けて各事業分野ごとに検討・協議等を開始し、統合効果の実現に取り組みまし

た。そして、去る１０月１日、株式交換の日を迎え 「阪急阪神ホールディング、

スグループ」が発足いたしました。

また、株式交換に先立ち、去る９月２６日、当社株式は、東京証券取引所市場第一

部及び大阪証券取引所市場第一部において、上場廃止となりました。
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２ 財政状態

(1) 当中間期末の資産、負債及び純資産の状況

当中間期末の総資産は、売上債権が回収によって減少し、有形固定資産が減価償却

に加え、一部事業用資産の減損処理等によって減少したほか、保有株式の時価下落な

どにより投資有価証券も減少しましたため、前期末に比べ１８，３１７百万円（3.4

％）減の５１４，３８３百万円となりました。

一方、負債は、仕入債務の減少や借入金の返済などにより、前期末に比べ２０，０４２

百万円（5.6％）減の３３９，７６４百万円（うち有利子負債残高は、前期末に比べ

７，３９９百万円（3.7％）減の１９３，５８６百万円）となりました。

また、純資産は、中間純利益の計上等により利益剰余金が増加したほか、会計基準

の変更により少数株主持分を計上しましたため、その他有価証券評価差額金が減少し

ましたものの、１７４，６１８百万円となりました。

(2) 当中間期のキャッシュ・フローの状況

（ 「 」 。） 、当中間期末における連結ベースの現金及び現金同等物 以下 資金 という は

新規連結に伴う資金の増加などにより、前期末に比べ３，８２３百万円（9.5％）増

加し、４４，１５３百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間期において営業活動により増加した資金は、前年同期に比べ７，２６７百万

円（38.1％）減の１１，７８５百万円となりました。これは、株式会社阪神タイガー

スが決算期を変更したことにより、従来のプロ野球シーズン開始前の１月から３月に

おける甲子園球場の年間予約席料の前受金が減少したほか、前年同期には梅田阪神第

２ビルディングの竣工に伴う消費税の還付があったことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間期において投資活動により支出した資金は、前年同期に比べ８，４０６百万

円（95.9％）減の３６１百万円となりました。これは、投資有価証券の取得による支

出が減少したほか、投資有価証券の売却による収入が増加したことなどによるもので

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間期において財務活動により支出した資金は、前年同期に比べ１４，２７８百

（ ） ， 。 、 、万円 61.4％ 減の８ ９７９百万円となりました これは 有利子負債削減のため

借入金の返済を進めたものの、前年同期には、中間期末に償還を控えた転換社債償還

基金の交付を行ったことなどによるものであります。
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(3) キャッシュ・フロー指標のトレンド

平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成18年9月期

自己資本比率（％） １９．１ ２０．９ ２１．４ ３１．２ ３２．６

時価ベースの自己資本比率 ２１．３ ２４．８ ２７．３ ７８．１ ８０．８

(％)

債務償還年数（年） ９．７ ７．３ ９．１ ５．７ ※ －

４．１ ５．４ ４．６ ６．９ ４．８インタレスト・カバレッジ・レシオ

(注) 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により、それぞれ次の算式により算

出しております。

自己資本比率 ：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額（※）／総資産

※ 株式時価総額は、中間期末（期末）日の東京証券取引所における終値に

中間期末（期末）発行済株式総数（自己株式数は控除している ）を乗じ。

て算出しております。

ただし、当社株式は平成１８年９月２６日をもって上場廃止となってお

りますので、平成１８年９月期においては、中間期末日の東京証券取引所

における終値に代えて上場廃止日前日の東京証券取引所における終値によ

り算出しております。

債務償還年数 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

※ 中間期は記載しておりません。

：営業キャッシュ・フロー／利払いインタレスト・カバレッジ・レシオ



中　間　連　結　貸　借　対　照　表

当　中　間　期 前 年 中 間 期 前　　　　　期

(平成18年９月30日現在) (平成17年９月30日現在) (平成18年３月31日現在)

百万円　 百万円　 百万円　 

（　資　　産　　の　　部　）

流　　動　　資　　産 114,073 131,388 116,470 

現 金 及 び 預 金 22,340 34,066 40,508 

受取手形及び売掛金 25,898 23,940 30,872 

有 価 証 券 549 278 2,817 

た な 卸 資 産 31,855 36,605 28,601 

そ の 他 34,121 37,058 14,437 

貸 倒 引 当 金 △ 693 △ 560 △ 767 

固　　定　　資　　産 400,309 400,000 416,229 

有　形　固　定　資　産 275,757 286,442 283,772 

建 物 及 び 構 築 物 186,499 194,540 191,437 

機械装置及び運搬具 12,775 11,873 13,014 

土 地 70,266 73,979 73,909 

建 設 仮 勘 定 2,380 2,328 1,570 

そ の 他 3,835 3,719 3,839 

無　形　固　定　資　産 5,082 4,902 5,127 

投 資 そ の 他 の 資 産 119,470 108,655 127,329 

投 資 有 価 証 券 78,760 68,407 84,540 

そ の 他 41,136 40,767 43,355 

貸 倒 引 当 金 △ 426 △ 518 △ 565 

資　　　産　　　合　　　計 514,383 531,389 532,700 

科　　　　　　　　目
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当　中　間　期 前 年 中 間 期 前　　　　　期

(平成18年９月30日現在) (平成17年９月30日現在) (平成18年３月31日現在)

百万円　 百万円　 百万円　 

（　負　　債　　の　　部　）

流　　動　　負　　債 119,850 112,289 110,444 

支払手形及び買掛金 17,758 19,474 25,528 

短 期 借 入 金 30,176 36,333 31,211 

１ 年 以 内 償 還 社 債 20,000 －　 －　

賞 与 引 当 金 3,721 3,681 3,389 

そ の 他 48,194 52,800 50,315 

固　　定　　負　　債 219,913 255,956 249,362 

社 債 24,900 54,900 44,900 

長 期 借 入 金 118,510 127,926 124,875 

退 職 給 付 引 当 金 20,730 21,145 20,397 

役員退職慰労引当金 －　 558 604 

そ の 他 55,772 51,425 58,584 

負　　　債　　　合　　　計 339,764 368,246 359,806 

（ 少　数　株　主　持　分 ）

－　 21,123 6,695 

（　資　　本　　の　　部　）

－　 40,633 40,633 

－　 30,359 43,466 

－　 47,683 50,127 

－　 23,764 32,964 

－　 △ 421 △ 994 

資　　　本　　　合　　　計 －　 142,019 166,197 

負債、少数株主持分及び資本合計 －　 531,389 532,700 

（　純　資　産　の　部　）

株　　主　　資　　本 138,454 －　 －　

資 本 金 40,633 －　 －　

資 本 剰 余 金 43,466 －　 －　

利 益 剰 余 金 55,819 －　 －　

自 己 株 式 △ 1,465 －　 －　

評 価 ・ 換 算 差 額 等 29,283 －　 －　

その他有価証券評価差額金 29,247 －　 －　

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 15 －　 －　

為 替 換 算 調 整 勘 定 20 －　 －　

少　数　株　主　持　分 6,880 －　 －　

純　　資　　産　　合　　計 174,618 －　 －　

負　債　純　資　産　合　計 514,383 －　 －　

その他有価証券評価差額金

科　　　　　　　　目

少 数 株 主 持 分

自 己 株 式

資 本 剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金
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中　間　連　結　損　益　計　算　書

当　中　間　期 前 年 中 間 期 前　　　　　期

平成18年４月１日から 平成17年４月１日から 平成17年４月１日から

平成18年９月30日まで 平成17年９月30日まで 平成18年３月31日まで

百万円　 百万円　 百万円　 

148,167 145,928 313,242 

130,602 131,539 287,953 

運輸業等営業費及び売上原価 116,545 116,902 258,354 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,056 14,636 29,599 

17,565 14,388 25,288 

888 684 1,523 

受 取 利 息 58 78 132 

受 取 配 当 金 386 303 531 

負 の の れ ん 償 却 額 167 33 132 

為 替 差 益 47 62 106 

雑 収 入 229 206 620 

2,588 2,744 5,725 

支 払 利 息 2,376 2,625 5,103 

雑 支 出 211 119 621 

15,865 12,328 21,087 

2,341 74 411 

前 期 損 益 修 正 益 144 69 140 

固 定 資 産 売 却 益 28 3 174 

工 事 負 担 金 等 受 入 額 62 1 12 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,036 － 77 

そ の 他 69 － 6 

5,931 5,185 7,322 

前 期 損 益 修 正 損 15 61 511 

工 事 負 担 金 等 圧 縮 額 61 1 12 

固 定 資 産 除 却 損 431 103 523 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 17 14 14 

販 売 土 地 評 価 損 864 － 9 

減 損 損 失 2,691 4,657 4,657 

ア ド バ イ ザ リ ー 手 数 料 1,758 － － 

特 別 退 職 金 － － 782 

そ の 他 91 347 811 

12,274 7,216 14,175 

2,688 4,904 7,344 

2,785 △ 1,017 △ 297 

119 336 724 

6,682 2,992 6,404 

科　　　　　　　　目

中 間 ＜ 当 期 ＞ 純 利 益

税金等調整前中間＜当期＞純利益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 収 益

営 業 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益
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中 間 連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

当中間期（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）

株主資本

 平成18年３月31日残高（百万円）

 当中間期中の変動額

  　剰余金の配当（注）

　　役員賞与（注）

　  中間純利益

    自己株式の取得

  　自己株式の処分

    連結子会社の増加に伴う
　　剰余金増加高

　　持分法適用会社の増加に
　　伴う剰余金減少高

　　連結子会社の決算期変更
　　に伴う剰余金減少高

  　株主資本以外の項目の当
    中間期中の変動額（純額）

 当中間期中の変動額合計（百万円）

 平成18年９月30日残高（百万円）

評価・換算差額等

 平成18年３月31日残高（百万円）

 当中間期中の変動額

  　剰余金の配当（注）

　　役員賞与（注）

　  中間純利益

    自己株式の取得

  　自己株式の処分

    連結子会社の増加に伴う
　　剰余金増加高

　　持分法適用会社の増加に
　　伴う剰余金減少高

　　連結子会社の決算期変更
　　に伴う剰余金減少高

  　株主資本以外の項目の当
    中間期中の変動額（純額）

 当中間期中の変動額合計（百万円）

 平成18年９月30日残高（百万円）

　（注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目である。

△90 

－ － － － － △819 

－ － － 

△3,680 

－ △819 － 

15 20 △3,680 

－ 

－ 

184 △3,717 

184 

29,247 15 20 29,283 6,880 

△3,717 15 20 

－ － － － 

－ 

－ 

－ 

－ － － － 

－ － － － 

－ 

－ － － － 

－ － － － 

－ 

－ － － － － 

△3,495 

1,725 

174,618 

32,964 － － 32,964 6,695 

6,682 

1,066 

△478 

8 

172,893 

△1,051 

△95 

8 

－ 

5,220 

138,454 

△90 

△819 

－ 

△470 

△1,465 

133,233 

△1,051 

△95 

6,682 

1,066 

△478 

55,819 

△994 

－ 

－ 

－ 

－ 

△478 

7 

－ △90 

－ 

－ 

5,691 

△95 

6,682 

1,066 

－ 

40,633 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

0 

－ 

0 

43,466 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

株主資本
合計

40,633 

－ 

43,466 

－ 

50,127 

△1,051 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

少数株主
持分

純資産合計その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計
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中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書

前　年　中　間　期 前　　　　　期

平成17年４月１日から 平成17年４月１日から
平成17年９月30日まで 平成18年３月31日まで

百万円　 百万円　 

19,154 19,154

11,204 24,311

転 換 社 債 の 転 換 に よ る 増 加 高 11,204 11,204

株 式 交 換 に よ る 増 加 高 － 13,105

自 己 株 式 処 分 差 益 0 1

30,359 43,466

45,967 45,967

2,992 6,404

中 間 ＜ 当 期 ＞ 純 利 益 2,992 6,404

1,276 2,243

配 当 金 1,199 2,166

役 員 賞 与 77 77

47,683 50,127

利 益 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金中間期末＜期末＞残高

資本剰余金中間期末＜期末＞残高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

科　　　　　　　　目

資 本 剰 余 金 増 加 高
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 中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

当　中　間　期 前　年　中　間　期 前　　　　　期

平成18年４月１日から 平成17年４月１日から 平成17年４月１日から
平成18年９月30日まで 平成17年９月30日まで 平成18年３月31日まで

　　 百万円 　　 百万円 　　 百万円
Ⅰ

12,274 7,216 　 14,175
8,612 8,923 　 17,827
2,691 4,657 　 4,657
711 455 　 933

△ 167 △ 33 △ 132
61 1 　 12
555 70 　 1,076
17 14 　 14
864 － 9
－ － 782

△ 226 108 　 362
△ 311 △ 2,282 △ 2,970
△ 445 △ 382 △ 664

2,376 2,625 　 5,103
△ 51 － －
△ 28 △ 3 △ 174
△ 62 △ 1 △ 12
△ 2,036 － △ 77

6,283 5,257 △ 1,659
△ 3,001 △ 4,323 　 3,526
△ 7,201 △ 6,024 △ 446
△ 1,606 2,587 3,626
△ 1,447 6,495 1,739

小　　　　　　　　　　　計 17,863 25,363 　 47,710
449 388 　 671

△ 2,431 △ 2,639 △ 5,155
△ 3,320 △ 4,058 △ 7,730
△ 775 － △ 7

11,785 19,053 　 35,489

Ⅱ
△ 9 － △ 6,499

2,270 2,014 　 6,500
△ 4,838 △ 4,411 △ 11,450

67 18 　 522
70 87 　 93

△ 1,100 △ 4,712 △ 6,083
2,405 0 　 139

△ 45 － －
△ 18 △ 236 △ 351

90 191 　 364
747 △ 1,721 △ 4,767

△ 361 △ 8,768 △ 21,533

Ⅲ
△ 1,530 4,250 330

－ 5,387 　 7,747
△ 5,878 △ 6,260 △ 12,873

－ △ 2,546 △ 12,546
△ 470 △ 74 △ 816
△ 1,051 △ 1,193 △ 2,156
△ 49 △ 128 △ 199

－ △ 22,694 △ 22,694
－ － 22,694

△ 8,979 △ 23,258 △ 20,514

Ⅳ △ 12 △ 1 17
Ⅴ 2,431 △ 12,974 △ 6,540
Ⅵ 40,329 46,869 　 46,869
Ⅶ 894 － －
Ⅷ 497 － 　 －
Ⅸ 44,153 33,895 　 40,329

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額
転換社債償還基金の交付による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

社 債 の 償 還 に よ る 支 出
自 己 株 式 の 増 加 額
配 当 金 の 支 払 額

負 の の れ ん 償 却 額

販 売 土 地 評 価 損

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入

固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入
工 事 負 担 金 等 の 受 入 に よ る 収 入
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

投資活動によるキャッシュ・フロー

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

現金及び現金同等物の中間期末＜期末＞残高

現金及び現金同等物に係る換算差額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物の増加額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額
財務活動によるキャッシュ・フロー

長 期 借 入 れ に よ る 収 入
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

貸 付 け に よ る 支 出
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入
そ の 他
投資活動によるキャッシュ・フロー

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
利 息 の 支 払 額
法 人 税 等 の 支 払 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

た な 卸 資 産 の 増 減 額
仕 入 債 務 の 減 少 額
未 払 消 費 税 等 の 増 減 額
そ の 他

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額

投 資 有 価 証 券 売 却 益
売 上 債 権 の 増 減 額

科　　　　　　　　目

税 金 等 調 整 前 中 間 ＜ 当 期 ＞ 純 利 益
減 価 償 却 費

長 期 前 払 費 用 等 償 却 費

営業活動によるキャッシュ・フロー

減 損 損 失

特 別 退 職 金

特 別 退 職 金 の 支 払 額

転換社債償還基金の返戻による収入

工 事 負 担 金 等 圧 縮 額
固 定 資 産 除 却 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 売 却 益
工 事 負 担 金 等 受 入 額

支 払 利 息

退 職 に 係 る 引 当 金 の 減 少 額
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社 ３３社

主要会社名： ㈱阪神百貨店、㈱ハンシン建設、中央電設㈱、阪神エンジニアリング㈱
阪神エアカーゴU.S.A.㈱、阪神フレイト・インターナショナル（欧州）㈱、阪神フレイト

・インターナショナル（シンガポール）㈱、阪神フレイト・インターナショナル（香港）㈱、
㈱ハイ・セキュリティー・システムの５社は、重要性が増したため、当中間連結会計期間か
ら連結の範囲に含めることとした。また、前連結会計年度において連結の範囲に含めていた
㈱ホテル阪神は、株式の売却により子会社でなくなったため、連結の範囲から除外した。な
お、株式の売却日を中間期末日とみなしているため、当中間連結会計期間における㈱ホテル
阪神の損益計算書については連結している。

(2) 非連結子会社 ２４社
主要会社名： ㈱阪神モーター・ドック
非連結子会社はいずれも小規模会社であり、総資産額の合計額、売上高の合計額、中間純

損益（持分に見合う額）の合計額及び利益剰余金（持分に見合う額）の合計額等は、いずれ
も中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲に含めていない。

２ 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用会社 ㈱ケーブルネット神戸芦屋

関連会社である㈱ケーブルネット神戸芦屋は、重要性が増したため、当中間連結会計期間
から持分法を適用することとした。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（㈱阪神モーター・ドック以下２４社）及び関連会
社（石見交通㈱以下８社）については、それぞれ中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰
余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた
め、これらの会社に対する投資については持分法を適用せず原価法によっている。

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項
連結子会社のうち、大阪ダイヤモンド地下街㈱の中間決算日は８月３１日、阪神エアカーゴ

U.S.A.㈱、阪神フレイト・インターナショナル（欧州）㈱、阪神フレイト・インターナショナ
ル（シンガポール）㈱、阪神フレイト・インターナショナル（香港）㈱の中間決算日は６月
３０日であり、中間連結財務諸表の作成に当たっては、各社の中間決算日に基づく中間財務諸
表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ
ている。
なお、㈱阪神タイガースは、当中間連結会計期間から、中間決算日を６月３０日から９月

３０日に変更している。

４ 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
ア 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）
イ その他有価証券
ａ 時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定している。）

ｂ 時価のないもの
移動平均法による原価法

② デリバティブ
時価法

③ たな卸資産
ア 商品

売価還元法
イ 販売土地建物

個別法による原価法
ウ その他のたな卸資産

主として月別総平均法に基づく原価法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

鉄道事業取替資産については取替法（定率法）、平成１０年４月１日以降に取得した建
物（附属設備を除く。）及び当社における梅田阪神第１ビルディング建物（附属設備を除
く。）ほか一部の兼業固定資産については定額法、その他の有形固定資産については、当
社は定率法、連結子会社のうち１６社が定率法、２社が定率法・定額法の併用、１５社が
定額法を採用している。

② 無形固定資産
定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（１年～５

年）に基づく定額法を採用している。
(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に備え、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

② 賞与引当金
従業員に対する賞与支給に備え、支給見込額に基づき、当中間連結会計期間負担額を計
上している。

③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上し
ている。
会計基準変更時差異は、１０年による按分額を費用処理している。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）
による定額法により費用処理している。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（５～１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理することとしている。

④ 役員退職慰労引当金
一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末日における
支給見積額を計上していたが、平成１８年３月期に係る定時株主総会の日をもって各社が
役員退職慰労金制度を廃止し、当該総会までの在任期間に対応する役員退職慰労金を打切
り支給（支給時期は、各役員の退任時）することとしたため、「役員退職慰労引当金」を
全額取崩し、打切り支給額の未払い分については、固定負債の「その他」に含めて計上し
ている。

(4) 重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
(5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

外貨建金銭債権債務について為替予約を行い、振当処理によっている。また、変動金利
借入金の支払利息について特例処理の要件を満たす金利スワップを行い、特例処理によっ
ている。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ア ヘッジ手段 …… 為替予約

ヘッジ対象 …… 外貨建金銭債権債務
イ ヘッジ手段 …… 金利スワップ

ヘッジ対象 …… 借入金
③ ヘッジ方針

為替予約及び金利スワップのいずれの取引についても、取引の目的、内容、決裁基準、
業務の所管及び報告体制等を社内ルールに定めている。
為替予約取引は、近い将来発生すると見込まれる外国通貨による決済について、その決
済額の範囲内で、為替変動リスクを回避することを目的として行うこととしている。また、
金利スワップ取引は、現存する変動金利借入金の支払利息について、金利変動リスクを回
避することを目的として行うこととしている。

④ ヘッジ有効性評価の方法
上記社内ルールに基づき、為替予約については、外国通貨による決済見込額に対し、通
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貨種別、金額、履行時期等の重要な条件が同一である為替予約を行っているため、また、
金利スワップについては、特例処理の要件を満たす金利スワップを行っているため、いず
れもヘッジ有効性の判定は省略している。

(6) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項
① 鉄道業における工事負担金等の会計処理

鉄道業における連続立体交差化工事等を行うに当たり、地方公共団体等から工事費の一
部として、工事負担金等を受け入れている。この工事負担金等を受けて取得した固定資産
については、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得原価から直接減額して計上して
いる。
なお、中間連結損益計算書については、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとと
もに、固定資産の取得原価から直接減額した工事負担金等相当額を工事負担金等圧縮額と
して特別損失に計上している。

② 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資から成る。

（会計処理の方法の変更）
貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準
当中間連結会計期間から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成１７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準
等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成１７年１２月９日）を適用している。
これまでの資本の部の合計に相当する金額は、167,722百万円である。
なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、「中間連

結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（以下「中間連結財務諸表規則」とい
う。）の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成している。

（追加情報）
阪神エアカーゴ㈱の営業収益の計上方法の変更について
当中間連結会計期間から、連結子会社である阪神エアカーゴ㈱において、阪急ホールディン

グス㈱（平成１８年１０月１日に阪急阪神ホールディングス㈱に商号変更）との経営統合に伴
い、同グループ内で同一事業を営む連結子会社の会計処理を統一するため、従来、総額で認識
していた営業収益を純額（営業収益から航空運賃等の一部営業費を控除した額）で認識するこ
ととした。この結果、従来の方法に比べ、営業収益及び営業費はそれぞれ3,154百万円減少し
ているが、営業利益に与える影響はない。
なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。



注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

当中間期 前年中間期 前期

 1　有形固定資産の減価償却累計額  1　有形固定資産の減価償却累計額  1　有形固定資産の減価償却累計額

百万円 百万円 百万円

237,495 230,136 232,733

 2　担保資産及び担保付債務  2　担保資産及び担保付債務  2　担保資産及び担保付債務

　　担保に供している資産は次のとお 　　担保に供している資産は次のとお 　　担保に供している資産は次のとお

　りである。　 　りである。　 　りである。　

百万円 百万円 百万円

建物及び構築物      51,989 建物及び構築物      53,253 建物及び構築物      53,277

機械装置及び運搬具 7,404 機械装置及び運搬具 6,899 機械装置及び運搬具 8,116

土地　              8,878 土地               8,443 土地               8,441

投資有価証券 3,622 投資有価証券 3,890 投資有価証券 3,397

その他 1,825 その他 1,407 その他 2,149

　　合　　　計 73,720 　　合　　　計 73,896 　　合　　　計 75,382

　　担保付債務は次のとおりである。 　　担保付債務は次のとおりである。 　　担保付債務は次のとおりである。

百万円 百万円 百万円

短期借入金 350 短期借入金 350 短期借入金 500

流動負債その他 8,413 流動負債その他 8,345 流動負債その他 8,338

長期借入金(１年以内 長期借入金(１年以内 長期借入金(１年以内

返済予定額を含む｡) 返済予定額を含む｡) 返済予定額を含む｡)

債務履行引受契約に 債務履行引受契約に 債務履行引受契約に
より譲渡した借入金 より譲渡した借入金 より譲渡した借入金

固定負債その他 673 固定負債その他 705 固定負債その他 694

　　合　　　計 46,435 　　合　　　計 47,816 　　合　　　計 48,387

　　上記のうち、財団抵当に供してい 　　上記のうち、財団抵当に供してい 　　上記のうち、財団抵当に供してい

　る資産は次のとおりである。 　る資産は次のとおりである。 　る資産は次のとおりである。

百万円 百万円 百万円

建物及び構築物      49,505 建物及び構築物      50,820 建物及び構築物      50,727

機械装置及び運搬具 7,383 機械装置及び運搬具 6,860 機械装置及び運搬具 8,087

土地　              7,860 土地               7,425 土地               7,423

その他 684 その他 446 その他 720

　　合　　　計 65,434 　　合　　　計 65,552 　　合　　　計 66,958

　　担保付債務は次のとおりである。 　　担保付債務は次のとおりである。 　　担保付債務は次のとおりである。

百万円 百万円 百万円

長期借入金(１年以内 長期借入金(１年以内 長期借入金(１年以内
返済予定額を含む｡) 36,481 返済予定額を含む｡) 37,614 返済予定額を含む｡) 38,233

債務履行引受契約に 債務履行引受契約に 債務履行引受契約に
より譲渡した借入金 より譲渡した借入金 より譲渡した借入金

　　合　　　計 36,495 　　合　　　計 37,639 　　合　　　計 38,253

38,83436,984 38,389

2514 19

2514 19
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 3　偶発債務  3　偶発債務  3　偶発債務
 (1)下記の連結会社以外の会社の銀行  (1)下記の連結会社以外の会社の銀行  (1)下記の連結会社以外の会社の銀行
　借入金等に対して保証を行っている。　借入金等に対して保証を行っている。　借入金等に対して保証を行っている。

 西大阪高速鉄道㈱ 3,300  西大阪高速鉄道㈱ 800  西大阪高速鉄道㈱ 1,400
 その他３社 59  その他６社 134  その他６社 140
 　　合　　　計 3,359  　　合　　　計 934  　　合　　　計 1,540

（注）当社は、西大阪高速鉄道(株)が （注）当社は、西大阪高速鉄道(株)が
　　金融機関との間で締結したコミッ 　　金融機関との間で締結したコミッ
　　トメントライン契約に基づき、同 　　トメントライン契約に基づき、同
　　社が貸付人に対して負担する一切 　　社が貸付人に対して負担する一切
　　の債務について、貸付人に対して 　　の債務について、貸付人に対して
　　連帯保証している。なお、当該コ 　　連帯保証している。なお、当該コ
　　ミットメントライン契約の極度額 　　ミットメントライン契約の極度額
　　は13,000百万円であり、当中間期 　　は13,000百万円であり、当期末の
　　末の借入実行残高 1,900百万円が 　　借入実行残高はない。
　　上記の債務保証額に含まれている｡

 (2)社債及び借入金の債務履行引受契  (2)借入金の債務履行引受契約に係る  (2)社債及び借入金の債務履行引受契
　約に係る偶発債務 　偶発債務 　約に係る偶発債務
　　当社において、次の社債及び借入 　　当社において、次の借入金につい 　　当社において、次の社債及び借入
　金については、金融機関との間に債 　ては、金融機関との間に債務履行引 　金については、金融機関との間に債
  務履行引受契約を締結し、履行すべ   受契約を締結し、履行すべき債務を 　務履行引受契約を締結し、履行すべ
　き債務を譲渡した。したがって、当 　譲渡した。したがって、当該借入金 　き債務を譲渡した。したがって、当
　該社債及び借入金は中間連結貸借対 　は中間連結貸借対照表の負債の部に 　該社債及び借入金は連結貸借対照表
  照表の負債の部には計上していない   は計上していないが、債権者に対す 　の負債の部には計上していないが、
　が、債権者に対する当社の社債償還 　る当社の借入金返済義務は、借入金 　債権者に対する当社の社債償還義務
　義務及び借入金返済義務は、社債償 　返済完了時まで存続する。 　及び借入金返済義務は、社債償還完
　還完了時及び借入金返済完了時まで 　 　了時及び借入金返済完了時まで存続
　存続する。　 　する。

区　　分
償還・返済
期限

区　　分 返済期限 区　　分
償還・返済
期限

第13回無担
保社債

平成19年
１月31日

長期借入金
平成19年
10月25日

第13回無担
保社債

平成19年
１月31日

長期借入金
平成19年
10月25日

長期借入金
平成19年
10月25日

合　計 合　計

 4　受取手形割引高及び裏書譲渡高  4　受取手形割引高及び裏書譲渡高  4　受取手形割引高及び裏書譲渡高

160 630 187

 5　国庫補助金の受入等による有形固  5　国庫補助金の受入等による有形固  5　国庫補助金の受入等による有形固
　定資産の圧縮記帳累計額は 173,735 　定資産の圧縮記帳累計額は 173,550 　定資産の圧縮記帳累計額は 173,640
　百万円である。うち、鉄道業におけ 　百万円である。うち、鉄道業におけ 　百万円である。うち、鉄道業におけ
　る有形固定資産の取得原価から直接 　る有形固定資産の取得原価から直接 　る有形固定資産の取得原価から直接
　
　169,870百万円である。 　169,811百万円である。 　169,811百万円である。

 6　土地及び建物の保有目的の変更
　　土地及び建物の保有目的の変更に
　より、土地 964百万円及び建物 118
　百万円をたな卸資産に振り替えてい
　る。

 7　中間期末日満期手形の処理
　　中間期末日満期手形については、
　当中間期末日が金融機関の休日であ
　ったが、満期日に決済が行われたも
　のとして処理している。中間期末日
　満期手形の金額は、次のとおりであ
　る。

支払手形 1,066

前期当中間期 前年中間期

百万円百万円 百万円

10,079

減額された工事負担金等累計額は

期末残高

百万円

110

10,000

10,110

百万円

百万円

142

減額された工事負担金等累計額は 減額された工事負担金等累計額は

百万円

中間期末
残高

中間期末
残高

百万円

10,000

百万円 百万円

79
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（中間連結損益計算書関係）

当中間期 前年中間期 前期

1 　販売費及び一般管理費の内訳は次 1 　販売費及び一般管理費の内訳は次 1 　販売費及び一般管理費の内訳は次

　のとおりである。 　のとおりである。 　のとおりである。

百万円 百万円 百万円

　　人件費 8,160 　　人件費 8,468 　　人件費 16,690 

　　経費 4,799 　　経費 5,077 　　経費 10,656 

　　租税公課 335 　　租税公課 365 　　租税公課 715 

　　減価償却費 761 　　減価償却費 725 　　減価償却費 1,537 

　　　　合　　　計 14,056 　　　合　　　計 14,636 　　　合　　　計 29,599 

2 　営業費のうち、引当金繰入額は次 2 　営業費のうち、引当金繰入額は次 2 　営業費のうち、引当金繰入額は次

　のとおりである。 　のとおりである。 　のとおりである。

百万円 百万円 百万円

　　貸倒引当金繰入額 18 　　貸倒引当金繰入額 79 　　貸倒引当金繰入額 414 

　　賞与引当金繰入額 3,721 　　賞与引当金繰入額 3,681 　　賞与引当金繰入額 3,389 

　　退職給付引当金繰入額 1,901 　　退職給付引当金繰入額 2,058 　　退職給付引当金繰入額 4,145 

3　 固定資産売却益は、事業用土地等

　の一部譲渡によるものであり、内訳

　は土地 174百万円ほかである。

3 　固定資産除却損は、事業用建物等 3 　固定資産除却損は、事業用建物・ 4 　同　　　左

　の除却損である。 　構築物等の除却損である。

4 　当中間期において、当社グループ 4 　当中間期において、当社グループ 5 　当期において、当社グループは以

　は以下の資産グループについて減損 　は以下の資産グループについて減損 　下の資産グループについて減損損失

　損失を計上した。 　損失を計上した。 　を計上した。

用途 種類 場所 減損損失 用途 種類 場所 減損損失 用途 種類 場所 減損損失

(百万円) (百万円) (百万円)
賃貸用
物件
(1件)

土地
兵庫県西
宮市

1,104
賃貸用
物件
(2件)

土地、建
物及び構
築物等

大阪市、
神戸市

312
賃貸用
物件
(2件)

土地、建
物及び構
築物等

大阪市、
神戸市

312

ホテル
事業施
設(1件)

建物等 神戸市 25
ｺﾞﾙﾌ事
業施設
(1件)

土地
兵庫県加
東郡

2,041
ｺﾞﾙﾌ事
業施設
(1件)

土地
兵庫県加
東市

2,041

事業用
土地
(1件)

土地
兵庫県尼
崎市

1,561
事業用
土地
(1件)

土地
兵庫県西
宮市

2,303
事業用
土地
(1件)

土地
兵庫県西
宮市

2,303

(資産をグループ化した方法) (資産をグループ化した方法) (資産をグループ化した方法)

　　当社グループは、管理会計上の事 　　当社グループは、管理会計上の事 　　当社グループは、管理会計上の事

　業ごと又は物件ごとに資産のグルー 　業ごと又は物件ごとに資産のグルー 　業ごと又は物件ごとに資産のグルー

　プ化を行っている。 　プ化を行っている。 　プ化を行っている。

100 
　　役員退職慰労引当金
　　繰入額

　　役員退職慰労引当金
　　繰入額

54 
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当中間期 前年中間期 前期

(減損損失を認識するに至った経緯) (減損損失を認識するに至った経緯) (減損損失を認識するに至った経緯)

　　賃貸用物件については継続的な地 　　賃貸用物件については継続的な地 　　賃貸用物件については継続的な地

　価の下落及び稼働率の低下により、 　価の下落及び稼働率の低下により、

　り、ホテル事業施設については利用 　ゴルフ事業施設については長引く景 　ゴルフ事業施設については長引く景

　客の伸び悩み等により収益性が著し 　気低迷による利用客の伸び悩み等に 　気低迷による利用客の伸び悩み等に

　く低下したため、また、鉄道事業用 　より収益性が著しく低下したため、 　より収益性が著しく低下したため、

　土地については使用方法の変更によ 　また、自動車事業用土地については 　また、自動車事業用土地については

　り回収可能価額が著しく低下したた 　事業の再編計画に伴う使用方法の変 　事業の再編計画に伴う使用方法の変

　め、帳簿価額を回収可能価額まで減 　更により回収可能価額が著しく低下 　更により回収可能価額が著しく低下

　額し、当該減少額を減損損失(2,691 　したため、帳簿価額を回収可能価額 　したため、帳簿価額を回収可能価額

　まで減額し、当該減少額を減損損失 　まで減額し、当該減少額を減損損失

　 　上した。 　上した。

(減損損失の内訳) (減損損失の内訳) (減損損失の内訳)

 賃貸用物件 百万円  賃貸用物件 百万円  賃貸用物件 百万円

　 土地 1,104 　 土地 228 　 土地 228 

　 建物及び構築物 84 　 建物及び構築物 84 

 ホテル事業施設 百万円 　 その他 0 　 その他 0 

　 建物 2 　　　合　　　計 312 　　　合　　　計 312 

　 その他 22 

　　　合　　　計 25  ゴルフ事業施設 百万円  ゴルフ事業施設 百万円

　 土地 2,041 　 土地 2,041 

 事業用土地 百万円

　 土地 1,561  事業用土地 百万円  事業用土地 百万円

　 土地 2,303 　 土地 2,303 

(回収可能価額の算定方法) (回収可能価額の算定方法) (回収可能価額の算定方法)

　　賃貸用物件、ホテル事業施設及び 　　賃貸用物件、ゴルフ事業施設及び 　　賃貸用物件、ゴルフ事業施設及び

　事業用土地の回収可能価額は、正味 　事業用土地の回収可能価額は、正味 　事業用土地の回収可能価額は、正味

　売却価額と使用価値のいずれか高い 　売却価額と使用価値のいずれか高い 　売却価額と使用価値のいずれか高い

　価額としている。正味売却価額を採 　価額としている。正味売却価額を採 　価額としている。正味売却価額を採

　用している場合は、不動産鑑定評価 　用している場合は、不動産鑑定評価 　用している場合は、不動産鑑定評価

　基準等に基づいて算定しており、使 　基準等に基づいて算定しており、使 　基準等に基づいて算定しており、使

　用価値を採用している場合は、将来 　用価値を採用している場合は、将来 　用価値を採用している場合は、将来

　キャッシュ・フローを4.5%で割り引 　キャッシュ・フローを4.0%で割り引 　キャッシュ・フローを4.0%で割り引

　いて算定している。 　いて算定している。 　いて算定している。

6　 特別退職金は、早期退職募集に伴

　う、希望退職者への割増退職金等で

　ある。

5 　特別損失その他は、関係会社整理 5 　特別損失その他は、貸倒損失、関 7 　特別損失その他は、ＰＣＢ処理費

　損ほかである。 　係会社整理損ほかである。 　用、貸倒損失ほかである。

価の下落及び賃料収入の下落によ

 百万円)として特別損失に計上した。

(4,657百万円)として特別損失に計 (4,657百万円)として特別損失に計
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

　当中間期（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）

　１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 発行済株式

　 普通株式

合　計

 自己株式

 　普通株式

合　計

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加である。

　　　普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の売渡しによる減少である。

　２　配当に関する事項

　　(1)配当金支払額

決議

 平成18年６月29日
 定時株主総会

　　(2)基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間期末後となるもの

決議

 平成18年11月20日
 取締役会

普通株式 利益剰余金1,050百万円

１株当たり
配当額

2.5円

基準日 効力発生日

平成18年９月30日平成18年12月15日

普通株式

株式の種類 配当の原資
配当金の
総　額

効力発生日

平成18年６月30日平成18年３月31日1,051百万円 2.5円

株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日

1,555 530 9 2,076

421,652 － － 421,652

前期末株式数
（千株）

当中間期増加株式数
（千株）

当中間期減少株式数
（千株）

当中間期末株式数
（千株）

421,652 － － 421,652

1,555 530 9 2,076
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当中間期 前年中間期 前期

1 　現金及び現金同等物の中間期末残 1 　現金及び現金同等物の中間期末残 1 　現金及び現金同等物の期末残高と

高と中間連結貸借対照表に掲記され 高と中間連結貸借対照表に掲記され 連結貸借対照表に掲記されている科

ている科目の金額との関係 ている科目の金額との関係 目の金額との関係

　　 　　

　　　　      （平成18年９月30日） 　　　　      （平成17年９月30日） 　　　　　　　（平成18年３月31日）

百万円 百万円 百万円

 　 現金及び預金勘定 22,340  　 現金及び預金勘定 34,066  　 現金及び預金勘定 40,508

    預入期間が３か月を     預入期間が３か月を     預入期間が３か月を
    超える定期預金     超える定期預金     超える定期預金

　　流動資産その他（キ 　　取得日から３か月以 　　取得日から３か月以
    ャッシュマネジメン 22,000     内に償還期限の到来     内に償還期限の到来

     トシステム預託金）      する短期投資（有価     する短期投資（有価

    現金及び現金同等物 44,153 　　証券） 　　証券）

    現金及び現金同等物 33,895     現金及び現金同等物 40,329

2 　重要な非資金取引の内容

(1) 転換社債の転換

百万円

　　転換社債の転換による
　　資本金増加額

　　転換社債の転換による
　　資本剰余金増加額

　　転換による転換社債減
　　少額

(2) 当期に、連結子会社である㈱阪神

　百貨店の株式を株式交換により取得

　したことにより、次のとおり資本剰

　余金が増加した。

百万円

　　株式交換による資本剰
　　余金増加額

11,249

11,204

22,454

13,105

7

△ 187 △ 178 △ 186

7
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セ グ メ ン ト 情 報
１　事業の種類別セグメント情報

　当中間期（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

都市交通
事業

不動産
事業

エンタテイ
ンメント･
コミュニ
ケｰション
事業

流通事業
旅行･国際
輸送事業

ホテル
事業

建設事業 計
消去又は
全社

連　結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

営業収益

(1)
外部顧客に対する営業
収益

17,677 17,643 27,963 59,107 11,193 7,536 7,044 － 148,167

(2)
セグメント間の内部営
業収益又は振替高

611 8,541 1,189 627 11 51 1,137 ( 12,170 ) － 

　　　計 18,289 26,184 29,153 59,735 11,205 7,588 8,181 ( 12,170 ) 148,167

営業費 15,640 20,457 21,667 58,201 10,849 7,702 8,420 ( 12,337 ) 130,602

2,648 5,727 7,485 1,533 356 △ 113 △ 238 166 17,565

　前年中間期（自平成17年４月１日　至平成17年９月30日）

運輸業 流通業 不動産業 建設業
レジャー・
サービス業

その他
の事業

計
消去又は
全社

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

営業収益

(1)
外部顧客に対する営業
収益

29,786 57,647 16,368 4,545 26,346 11,234 145,928 － 

(2)
セグメント間の内部営
業収益又は振替高

1,015 583 5,800 785 1,117 3,037 12,340 ( 12,340 ) － 

　　　計 30,802 58,230 22,168 5,330 27,464 14,272 158,268 ( 12,340 )

営業費 27,462 57,019 17,347 5,972 22,308 14,085 144,196 ( 12,656 )

3,339 1,211 4,821 △ 642 5,156 186 14,072 316

　前期（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

運輸業 流通業 不動産業 建設業
レジャー・
サービス業

その他
の事業

計
消去又は
全社

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

営業収益

(1)
外部顧客に対する営業
収益

58,742 124,104 31,008 26,378 47,408 25,599 313,242 － 

(2)
セグメント間の内部営
業収益又は振替高

2,052 1,033 11,916 3,212 2,755 7,494 28,464 ( 28,464 ) － 

　　　計 60,794 125,138 42,925 29,590 50,163 33,094 341,706 ( 28,464 )

営業費 56,253 121,726 33,153 30,124 44,029 31,466 316,752 ( 28,799 )

4,541 3,412 9,771 △ 533 6,134 1,627 24,953 334
（注）1　事業区分の方法
　　　　 経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、経営管理上採用している区分によっている。
　　　2　各事業区分の主要な事業内容
　　　　 　都市交通事業 ：鉄道事業、自動車運送事業
　　　　　 不動産事業 ：不動産賃貸業、不動産管理業、不動産売買業

：スポーツ業、有線テレビジョン放送業、広告代理店業、情報サービス業

　　　　　 流通事業 ：百貨店業、小売業
　　　　　 旅行・国際輸送事業 ：旅行業、国際貨物運送事業、国内貨物運送事業
　　　　　 ホテル事業 ：ホテル事業
　　　　　 建設事業 ：土木建築請負業、電気工事請負業、造園業
　　　3　営業費のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費は、当中間期、前年中間期及び前期のいずれもない。
　　　4　追加情報
　　　　 （当中間期）
　　　　 　阪神エアカーゴ㈱の営業収益の計上方法の変更について
　　　　 　「追加情報」に記載のとおり、当中間期から、国際貨物運送事業を営む連結子会社である阪神エアカーゴ㈱におい
　　　　 て、従来、総額で認識していた営業収益を純額（営業収益から航空運賃等の一部営業費を控除した額）で認識するこ
　　　　 ととした。この結果、従来の方法に比べ、旅行・国際輸送事業において営業収益及び営業費はそれぞれ 3,154百万円
　　　　 減少しているが、営業利益に与える影響はない。
　　　　 （前年中間期）
　　　　 　阪神エアカーゴ㈱の営業収益の計上方法の変更について
　　　　 　当中間期から、国際航空貨物取扱業を営む連結子会社である阪神エアカーゴ㈱において、従来、純額（営業収益か
　　　　 ら航空運賃等の一部営業費を控除した額）で認識していた営業収益を総額で認識することとした。この結果、従来の
　　　　 方法に比べ、運輸業において営業収益及び営業費はそれぞれ 2,464百万円増加しているが、営業利益に与える影響は
　　　　 ない。
　　　　 （前期）
　　　　 　阪神エアカーゴ㈱の営業収益の計上方法の変更について
　　　　 　当期から、国際航空貨物取扱業を営む連結子会社である阪神エアカーゴ㈱において、従来、純額（営業収益から航
　　　　 空運賃等の一部営業費を控除した額）で認識していた営業収益を総額で認識することとした。この結果、従来の方法
　　　　 に比べ、運輸業において営業収益及び営業費はそれぞれ 4,950百万円増加しているが、営業利益に与える影響はない。

148,167

12,170

160,338

142,939

17,398営業利益又は営業損失(△)

営業利益又は営業損失(△)

営業利益又は営業損失(△)

(百万円)

(百万円)

(百万円)

(百万円)

(百万円)

(百万円)

連　結

145,928

145,928

131,539

　　　　　 エンタテインメント・
　　　　　 コミュニケーション事業

287,953

25,288

14,388

連　結

313,242

313,242
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　　　5　事業区分の変更
　　　　　 事業区分の方法については、従来、日本標準産業分類をベースに、「運輸業」「流通業」「不動産業」「建設業」
　　　　 「レジャー・サービス業」「その他の事業」としていたが、当中間期から、阪急ホールディングス㈱（平成18年10月
　　　　 １日に商号を「阪急阪神ホールディングス㈱」に変更）との経営統合を契機に、同グループが経営管理上採用してい
　　　　 る６コア事業を中心とした「都市交通事業」「不動産事業」「エンタテインメント・コミュニケーション事業」「流
　　　　 通事業」「旅行・国際輸送事業」「ホテル事業」「建設事業」に区分変更することとした。
　　　　　 なお、変更後の事業区分による前年中間期及び前期の事業の種類別セグメント情報は次のとおりである。

　前年中間期（自平成17年４月１日　至平成17年９月30日）

都市交通
事業

不動産
事業

エンタテイ
ンメント･
コミュニ
ケｰション
事業

流通事業
旅行･国際
輸送事業

ホテル
事業

建設事業 計
消去又は
全社

連　結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

営業収益

(1)
外部顧客に対する営業
収益

17,747 19,568 24,572 58,532 13,242 7,719 4,545 － 145,928

(2)
セグメント間の内部営
業収益又は振替高

588 8,301 1,150 698 13 67 785 ( 11,604 ) － 

　　　計 18,335 27,869 25,723 59,231 13,255 7,787 5,330 ( 11,604 ) 145,928

営業費 15,132 22,852 20,616 57,912 13,019 7,918 5,972 ( 11,886 ) 131,539

3,202 5,016 5,107 1,318 236 △ 131 △ 642 281 14,388

　前期（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

都市交通
事業

不動産
事業

エンタテイ
ンメント･
コミュニ
ケｰション
事業

流通事業
旅行･国際
輸送事業

ホテル
事業

建設事業 計
消去又は
全社

連　結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

営業収益

(1)
外部顧客に対する営業
収益

34,426 37,953 46,174 125,555 26,536 16,218 26,378 － 313,242

(2)
セグメント間の内部営
業収益又は振替高

1,186 17,525 3,903 1,193 25 202 3,212 ( 27,249 ) － 

　　　計 35,613 55,478 50,078 126,748 26,561 16,420 29,590 ( 27,249 ) 313,242

営業費 31,363 45,172 42,986 123,157 26,337 16,262 30,124 ( 27,450 ) 287,953

4,250 10,305 7,091 3,590 224 158 △ 533 201 25,288

２　所在地別セグメント情報
　　当中間期、前年中間期及び前期のいずれについても、全セグメントの営業収益の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超
　えているため、その記載を省略している。

３　海外売上高
　　当中間期、前年中間期及び前期のいずれについても、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、その記載を省略している。

リ　ー　ス　取　引
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。

営業利益又は営業損失(△)

(百万円) (百万円)

営業利益又は営業損失(△)

313,242

27,249

340,491

315,404

25,087

14,107

157,533

143,425

(百万円) (百万円)

145,928

11,604
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有　価　証　券

　当中間期 （平成18年９月30日）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

中間連結貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

百万円 百万円 百万円

（１）国債・地方債等 1,800 1,802 1

２　その他有価証券で時価のあるもの

取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差　　　額

百万円 百万円 百万円

（１）株式 16,273 65,643 49,370

（２）債券 2,686 2,688 2

　国債・地方債等 2,382 2,392 10

　社債 303 296 △ 7

（３）その他 2,069 2,140 71

合　　計 21,029 70,473 49,444

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

（１）その他有価証券

　非上場株式 1,609 百万円

　優先出資証券 529

　前年中間期 （平成17年９月30日）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

中間連結貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

百万円 百万円 百万円

（１）国債・地方債等 1,800 1,822 21

２　その他有価証券で時価のあるもの

取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差　　　額

百万円 百万円 百万円

（１）株式 15,926 56,070 40,144

（２）債券 2,696 2,721 25

　国債・地方債等 2,391 2,424 32

　社債 304 297 △ 7

（３）その他 2,068 2,119 50

合　　計 20,691 60,911 40,219

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

（１）その他有価証券

　非上場株式 1,657 百万円
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　前期 （平成18年３月31日）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

時　　　価 差　　　額

百万円 百万円 百万円

（１）国債・地方債等 1,800 1,775 △ 24

２　その他有価証券で時価のあるもの

取 得 原 価 差　　　額

百万円 百万円 百万円

（１）株式 16,566 72,187 55,621

（２）債券 4,708 4,701 △ 7

　国債・地方債等 4,404 4,409 5

　社債 304 291 △ 12

（３）その他 2,068 2,161 92

合　　計 23,343 79,050 55,707

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

（１）その他有価証券

　非上場株式 1,661 百万円

　優先出資証券 529

デ  リ  バ  テ  ィ  ブ  取  引
　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。

連結貸借対照表計上額

連結貸借対照表計上額

（ 30 ）




